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兵庫県内保健施設における喫煙対策の現状調査

兵庫県三田高原病院　大島秀夫、洲本市健康福祉部健康課　山岡雅顕

神戸市立中央市民病院　薗潤、神戸アドベンチスト病院　薗（石川）はじめ

目的

１９９６年厚生省の「公共の場の分煙のあり方検討会報告書」以来、原則禁煙とされている保健医療施設の禁煙化はいまだ十分進んでおらず、兵庫県内では保健行政担当者が机で喫煙する姿も散見される。兵庫県喫煙問題研究会では喫煙対策を率先垂範すべき保健行政の現場での、禁煙環境、職員の喫煙状況、喫煙対策について、質問紙調査をした。

方法

２００１年２月中旬～３月中旬、県内各保健施設（健康福祉事務所、各市町の保健所、保健部）に３７項目の設問からなる質問紙を送付し、郵送で回収した。はがきで督促し、締切日に回答を得た結果を集計した。質問紙の現物は別途展示する。また、喫煙対策に対する認識を問う設問では、この調査が情報提供の目的を兼ねるよう、各種関連資料（別途展示する）も同封した。

結果

結果は、健康福祉事務所、各市の保健所保健部、各町の保健担当課の結果に分けて、集計した。

回収率

各健康福祉事務所長宛（以下「健康福祉事務所」と略す）　　　　　　

29箇所中、回答は18箇所 (回収率62.1％)

各市の保健所長神戸市各区の保健部長宛（以下「各市」と略す）

38箇所中、回答は33箇所（回収率86.8％）

保健部各町の保健担当課長宛（以下「各町」と略す）　　　 

66箇所中、回答は54箇所 (回収率81.8％)

 合計の回収率は133箇所中、105箇所（回収率78.9％）であった。

施設内の喫煙状況

一般的な喫煙状況

　　　　　　　　完全禁煙　　　分煙しているつもり　喫煙制限なし　合計

健康福祉事務所　　6箇所　　　　　12箇所　　　　　　　0箇所　　　　　18箇所　    
各市区　　　　　　11箇所　　　　22箇所　　　　　　　0箇所　　　　　33箇所

各町　　　　　　　10箇所　　　　　42箇所　　　　　　　2箇所　　　　　54箇所

職員に関しての喫煙場所の状況（複数回答可）

　　　　　　　　　時間分煙　　　喫煙場所あり　　　　　　喫煙場所あり　

　　　　　　　　　　　　　　　　（空気は連続）　　　（空気清浄機あり）

健康福祉事務所
0箇所　　　　
10箇所　　　　　　　　
4箇所　　　　　　    
各市区　　　　　 
0箇所　　　　
15箇所　　　　　　　
11箇所　　　　　

各町　　　　　　
5 箇所　　　　
30箇所　　　　　　　  
7箇所　　　　　

　

　　　　　　　　喫煙場所あり　喫煙専用の部屋あり　喫煙専用の部屋あり

　　　　　　　（換気扇の下）　　（喫煙目的のみ）（喫煙以外で使用する部屋）

健康福祉事務所　
6箇所　　　　
2箇所　　　　　　　　
1箇所　　　　　　    
各市区　　　　　 
3箇所　　　　
2箇所　　　　　　　
4箇所　　　　　

各町　　　　　　
6箇所　　　　　
2 箇所　　　　　　　   
7 箇所　　　　　

来訪者に関しての喫煙場所の状況（複数回答可）

　　　　　　　　　時間分煙　　　喫煙場所あり　　　　　喫煙場所あり　

　　　　　　　　　　　　　　　　（空気は連続）　　　（空気清浄機あり）

健康福祉事務所　
0箇所　　　　
9箇所　　　　　　　　
5箇所　　　　　　    
各市区　　　　　 
3箇所　　　　
13箇所　　　　　　　
8箇所　　　　　

各町　　　　　　
3 箇所　　　　
32箇所　　　　　　　  
7箇所　　　　　



　　　　　　　　喫煙場所あり　喫煙専用の部屋あり　喫煙専用の部屋あり

　　　　　　　（換気扇の下）　　（喫煙目的のみ）（喫煙以外で使用する部屋）

健康福祉事務所　 
3箇所　　　　
1箇所　　　　　　　　
1箇所　　　　　　    
各市区　　　　　 
2箇所　　　　
1箇所　　　　　　　
3箇所　　　　　

各町　　　　　　
1箇所　　　　　
1箇所　　　　　　　   
2箇所　　　　　

施設内レストランの喫煙状況

保健施設内にレストランがある施設は健康福祉事務所で4箇所、各市区で5箇所、各町で9箇所

　　　　　　　　全席禁煙　　禁煙席あり　喫煙自由 　ノーコメント　合計　　

　　　　　　　　　

健康福祉事務所　
1箇所     2箇所
1箇所

0箇所    4箇所

各市区　　　　　 
1箇所     1 箇所
2箇所

1箇所    5箇所

各町　　　　　　
2箇所     0箇所
4 箇所

3箇所    9箇所

タバコ自動販売機の設置状況

　施設内にタバコの自販機があるのは、健康福祉事務所で2箇所（2台あるのが1箇所、1台あるのが1箇所）、市区で6箇所（2台あるのが1箇所、1台あるのが5箇所）、各町で13箇所（1台あるのが13箇所）。

　　　　　　自販機の撤去予定あり　撤去予定なし　ノーコメント　合計　　

　　　　　　　　　

健康福祉事務所　1箇所（時期未定）　　0箇所　　　　　1箇所（2台設置）2箇所

各市区　　　　　1箇所　　　　　　　4 箇所　　　　 1箇所　　　　　　6箇所

各町　　　　　　0箇所　　　　　     12箇所　　　　  1箇所　　       13箇所


保健施設内の職員の喫煙問題

職員の喫煙状況
　担当部署に喫煙煙する職員がいるのは、健康福祉事務所では18箇所全部（100％）、各市区では、33箇所中23箇所(70％)で、各町では、54箇所中35箇所（64.8％）であった。

　

　喫煙する職員がいる　全員喫煙しない　　 　合計

　　　　　　　　　

健康福祉事務所
18箇所（100％）
0箇所

18箇所 
各市区


23箇所(70％

10箇所(30％)
33箇所

各町


35箇所（65％）

19箇所（35％）
54箇所

　　

職員の喫煙場所　（複数回答可）

　執務室の机　喫煙指定場所　喫煙室　　    屋外

健康福祉事務所　0箇所

13箇所

5箇所

8箇所 
各市区　　　　　0箇所

16箇所

5箇所

8箇所

各町　　　　　　６箇所
27箇所

2箇所

4箇所

職員が喫煙するために無駄にする時間についての意見

　税金の無駄　許容範囲　考えたことなし　その他　  空欄

健康福祉事務所　2箇所(11％)10箇所(55％)   3箇所(17％)　　 3箇所(17％)　0箇所

各市区　　　　　7箇所(21％)17箇所(52％)   2箇所( 6％)　    4箇所(12 ％)3箇所

各町　　　　　　9箇所(17％)25箇所(46％)  10箇所(19％)     8箇所（15％）2箇所

分煙施設設置のために公費を使うことに関する意見

　不適切で禁煙にすべき　問題なし　　その他　　　空欄　　　　　

健康福祉事務所　2箇所（22％）

8箇所(44％)　
5箇所(28％)   1箇所(6％)　　    
各市区　　　　　10箇所（30％）
17箇所（52％）
3箇所（9％） 3箇所(9％)　　　　　　　　

各町　　　　　　11箇所(20％)　
27箇所（50％）
9箇所（17％）7箇所(13％)


禁煙支援のための対策の現状

住民への禁煙支援
　禁煙支援あり　　　　　する予定あり　予定なし　　空欄

（禁煙支援スタッフによる）　　　　　

健康福祉事務所　7箇所（39％）

9箇所(50％)　
1箇所(5％)　　1箇所(5％)　　    
各市区　　　　　18箇所（55％）
7箇所（21％）
6箇所（18％）2箇所(6％)

各町　　　　　　16箇所(30％)　
25箇所（46％）
9箇所（17％）　4箇所（7％）

禁煙支援の形態（複数回答可）

　  個別健康教育　　　　　　禁煙教室　　　 　　その他

健康福祉事務所　　　　5箇所　　　　　　　　　　3箇所　　　　　　　　5箇所

個別健康教育　  個別健康教育　　禁煙教室　　その他 
（老人保健事業の（老人保健事業以外）

喫煙者個別健康教育）

各市区


13箇所

  3箇所

4箇所

2箇所

各町


19箇所

  １箇所
3箇所

0箇所

職員への禁煙支援

　禁煙支援あり　　　する予定あり　予定なし　　空欄

（禁煙支援スタッフによる）　　　　　

健康福祉事務所  2箇所（11.1％）
7箇所(38.9％)　6箇所(33.3％) 3箇所(16.7％)　　    
各市区　　　　　4箇所（12.1％）       11箇所（33.3％）13箇所（39.4％）5箇所(15.2％)　　　　　　　　

各町　　　　　　5箇所(9％)　
       27箇所（50％）19箇所（35％）3箇所（6％）


喫煙問題に関する認識

「タバコは吸いすぎに注意しマナーを守りましょう」という文言が肺がん検診の結果通知に使われていることについての意見

不適切　　　　　　　これでよい　　　その他　　　　空欄

（誤った情報を与える）（予防でなく早期発見が

目的だからこれでよい）　　　　　

健康福祉事務所　13箇所（72％）　　3箇所(17％)　
2箇所(11％) 3箇所(16.7％)

各市区　　　　　18箇所（55％）　　6箇所（18％）
6箇所（18％） 3箇所(9％)

各町　　　　　　27箇所(50％)　　　11箇所（21％）　  12箇所（22％）4箇所（7％）

時間分煙では受動喫煙の害が防げないことに対する知識

　知っている　　　　知らない　　　空欄

　　　　　

健康福祉事務所　18箇所（100％）　　0箇所　　　　　　0箇所　　    
各市区　　　　　24箇所（73％）　　7箇所（21％）　　　2箇所（6％）　　　　　　　　　

各町　　　　　　32箇所(59％)　　　18箇所（33％）　4箇所（8％）

空気がつながっている喫煙コーナーでは受動喫煙の害が防げないことに対する知識

　知っている　　　　知らない　　　空欄

　　　　　

健康福祉事務所　18箇所（100％）　　0箇所　　　　　　0箇所　　    
各市区　　　　　28箇所（85％）　　3箇所（9％）　　　2箇所（6％）　　　　　　　　　

各町　　　　　　40箇所(74％)　　　10箇所（19％）　4箇所（7％）


空気清浄機では受動喫煙の害が防げないことに対する知識

　知っている　　　　知らない　　　空欄

　　　　　

健康福祉事務所
15箇所（83％）
3箇所（17％
0箇所　　    
各市区


23箇所（70％）
8箇所（24％）
2箇所（6％）

各町


21箇所(39％)　
29箇所（54％）
4箇所（7％）

厚生省から出された「公共の場の分煙のあり方検討会報告書」の中で「病院医療保健施設は禁煙原則が望ましい」とされていることに対する知識

　知っている　　　　知らない　　　空欄

　　　　　

健康福祉事務所　15箇所（83％）
3箇所（17％）
0箇所　　    
各市区　　　　　23箇所（70％）
8箇所（24％）
2箇所（6％）　　　　　　　　　

各町　　　　　　27箇所(50％)　
23箇所（43％）
4箇所（7％）

全国の保健所の半分以上が禁煙化を達成していることに対する知識

　知っている　　　　知らない　　　空欄

　　　　　

健康福祉事務所
11箇所（61％）
7箇所（39％）
0箇所　　    
各市区


17箇所（52％）
14箇所（42％）
2箇所（6％）　　　　　　　　　

各町


20箇所(37％)　
30箇所（56％）
4箇所（7％）

全国の保健所の半分以上が禁煙化を達成していることを踏まえ、自らの保健施設の禁煙化を推進するかどうかについての意見

ただし、すでに禁煙であると答えたところは、健康福祉事務所では0箇所、各市区では、33箇所中11箇所(33％)、各町では、54箇所中7箇所(13％)あった。

速やかに推進したい　すぐには難しい　やる気なし　空欄

　　　　　

健康福祉事務所　9箇所（50％）

6箇所（33％）
0箇所
3箇所（17％）

各市区　　　　　9箇所（27％）

11箇所（33％）
0箇所
2箇所(6％)

各町　　　　　　19箇所(35％)　
24箇所（45％）
0箇所
4箇所（7％）


労働安全委員会の開催状況

保健施設内を禁煙にするために、重要な役割を果たす会議のひとつと思われる労働安全委員会の開催頻度は以下の通り

1年毎　6ヶ月毎　2～4ヵ月毎　ほぼ1ヶ月毎 なし　空欄

健康福祉事務所2箇所
1箇所
    1箇所

2箇所
1箇所
11箇所　　　　　　　　　　　    
各市区　　　　7箇所
1箇所      4箇所

8箇所
1箇所
12箇所　　　

各町　　　　　15箇所
5箇所      0箇所

1箇所
1箇所
32箇所
回答者の労働安全委員会での役割

不参加　委員会の一員として参加　重要な発言権あり　空欄　

健康福祉事務所6箇所

3箇所


3箇所

6箇所　　　　　　　　　　　    
各市区　　　　8箇所

10箇所


6箇所

9箇所　　

各町　　　　　19箇所

6箇所


6箇所

23箇所

労働安全委員会での禁煙化に対する姿勢

労働安全委員会に参加している人たちに今後労働安全委員会に参加して、どのように発言するかについて尋ねたが、実際に労働安全委員会に参加していない人も解答しているので、総数は労働安全委員会に参加していると答えた人より多い。

積極的に禁煙化を　成り行きまかせ　　禁煙反対、分煙で　　空欄　　

健康福祉事務所8箇所

0箇所


0箇所

4箇所

各市区　　　　12箇所

4箇所


6箇所

11箇所

各町　　　　　14箇所

2箇所


4箇所

48箇所


保健施設管理職の喫煙状況

　所属部署のトップの管理職は喫煙者かどうか
（本人の場合は自己申告）

　　　　　　　　　喫煙者　　　 非喫煙者　　　　　    空欄

健康福祉事務所　　　3箇所(17％)　
13箇所（72％）

2箇所(11％) 
各市区　　　　　　　5箇所(15％)　
27箇所(82％)　

1箇所(3％)　 

各町　　　　　　　　20箇所（37％）
30箇所（56％）

4箇所（7％）

所属部署トップ管理職の執務時間内の喫煙状況（喫煙者の場合のみ）

　　　　　執務時間内に喫煙する 執務時間内に喫煙しない 空欄

健康福祉事務所　　　1箇所(33％)　
2箇所（67％）

0箇所(0％)

各市区　　　　　　　3箇所(60％)　
2箇所(40％)　

0箇所(0％)

各町　　　　　　　　16箇所（80％）
3箇所（15％）

1箇所（5％）

合計　　　　　　　　20箇所（71％）
7箇所（25％）

1箇所（4％）

所属部署トップ管理職の施設内での喫煙状況

　　　　　施設内で喫煙する　施設内で喫煙しない　　　空欄　　　　　　

健康福祉事務所
1箇所(33％)　
2箇所（67％）

0箇所(0％)

各市区


3箇所(60％)　
2箇所(40％)　

0箇所(0％)

各町


18箇所（90％）
2箇所（10％）

0箇所（0％）

合計


22箇所（79％）
6箇所（21％）

0箇所（0％）

　　

所属部署トップ管理職に独立した部屋があるかどうか

　　　　　独立した部屋がある　独立した部屋がない　　空欄　　　　　　

健康福祉事務所
5箇所(28％)　
11箇所（61％）

2箇所(11％)　　　　    
各市区


12箇所(36％)　
20箇所(61％)　

1箇所(3％)　　　　　　　　

各町


3箇所（6％）
46箇所（85％）

5箇所（9％）


所属部署トップ管理職の喫煙場所

　　　　　　　　管理者の個室　　喫煙コーナー　屋外　執務机　空欄　　　　　　

健康福祉事務所　0箇所


1箇所
    0箇所   0箇所　2箇所　　　　　　    
各市区　　　　　0箇所


2箇所
    1箇所   0箇所　6箇所　　　　　　　　

各町　　　　　　3箇所


14箇所
    3箇所   8箇所

所属部署トップ管理職の個室の喫煙状況

　　　　　　　　禁煙　　来訪者のみ喫煙可能　いつも喫煙可能　    空欄　　　　　　

健康福祉事務所　7箇所
0箇所


1箇所

10箇所　　　　　　    
各市区　　　　　8箇所

3箇所


2箇所

20箇所　　

各町　　　　　　0箇所

2箇所


0箇所

1箇所

所属部署の中間管理職は喫煙者かどうか（本人の場合は自己申告）

　　　　　　　　　喫煙者　　　非喫煙者　　　　空欄　　　　　　

健康福祉事務所　　　15箇所(83％)　
2箇所（11％
1箇所(6％)　　　　    
各市区　　　　　　　13箇所(39％)　
18箇所(55％)　
2箇所(6％)　　　　　　　　

各町　　　　　　　　20箇所（37％）
33箇所（61％）
1箇所（2％）

所属部署中間管理職の執務時間内の喫煙状況

　　　　　執務時間内に喫煙する　執務時間内に喫煙しない　　空欄　　　　　　

健康福祉事務所　　　13箇所(72％)　

4箇所（22％）
    1箇所(6％)　　　　    
各市区　　　　　　　11箇所(33％)　

11箇所(43％)　
    8箇所(24％)　　　　　　　　

各町　　　　　　　　20箇所（37％）

25箇所（46％）
    9箇所（17％）

　　

所属部署中間管理職の施設内での喫煙状況

　　　　　施設内で喫煙する　施設内で喫煙しない　　　　空欄　　　　　　

健康福祉事務所　　　10箇所(55％)　
7箇所（39％）

1箇所(6％)　　　　    
各市区　　　　　　　10箇所(30％)　
15箇所(46％)　

8箇所(24％)　　　　　　　　

各町　　　　　　　　17箇所（31％）
28箇所（52 ％）

9箇所（17％）

　　

所属部署中間管理職の喫煙場所

　　　　　　　　管理者の個室　　喫煙コーナー　屋外　執務机　その他　　　　　　

健康福祉事務所　0箇所


14箇所
    2箇所  0箇所 
各市区　　　　　1箇所


13箇所
    4箇所  0箇所 　0箇所　　　　　　　　

各町　　　　　　0箇所


16箇所
    3箇所  1箇所 　8箇所

健康生活モデルとして禁煙を率先垂範すべき保健衛生担当部署の管理職の喫煙に関する意見

　　　　　喫煙すべきでない　　個人の自由　止めるべきだができない 空欄　　　　　　

健康福祉事務所　10箇所(56％)　   5箇所（28％）
3箇所(16％)　
0箇所　　　　　　    
各市区　　　　　23箇所（70％）　6箇所（18％）
2箇所（6％）
2箇所　　

各町　　　　　　29箇所(54％)　　20箇所（37％）
3箇所（6％）
2箇所　　

　


取り組んでいる喫煙対策

健康日本２１地方計画の実施時期

　　　　　計画実施中または実施予定　　　未定　　　　　空欄　　　　　　

健康福祉事務所　　　13箇所(72％)　

4箇所（22％）
1箇所(6％)　

各市区　　　　　　　24箇所(73％)　

6箇所(18％)　
13箇所(39％)

各町　　　　　　　　21箇所（39％）

32箇所（59％） 1箇所（2％）

健康日本２１地方計画において喫煙対策を実施するかどうか
　　　　　　　　実施する　　　実施しない　　未定　　      空欄

健康福祉事務所　　　14箇所(78％)　
0箇所

4箇所(22％)

各市区　　　　　　　24箇所(73％)　
0箇所

7箇所(21％)　2箇所(6％)

各町　　　　　　　　17箇所（32％）
0箇所

37箇所（68％）

成人の喫煙率についての目標値設定する予定かどうか

　　　　　　　　設定する　　　 設定しない　　未定　　　　空欄　　　　　　

健康福祉事務所    5箇所(28％)　
7箇所(39％)
6箇所(33％)　
0箇所　    
各市区

    9箇所(27％)　
5箇所(15％)
16箇所(49％)　
3箇所(9％)

各町


4箇所（7％）
8箇所(15％)　
42箇所（78％）
0箇所

　　

女性の喫煙率についての目標値設定する予定かどうか

　　　　　　　　設定する　　　　設定しない　　未定　　　　空欄　　　　　　

健康福祉事務所
14箇所(78％)　
0箇所

4箇所(22％)　
0箇所　　　    
各市区


8箇所(24％)　
3箇所(9％)
17箇所(52％)
5箇所(15％)　　　　　　　　

各町


3箇所（6％）
10箇所(18％)
41箇所（76％）
0箇所

世界禁煙デーのイベントを予算化する予定かどうか

　　　　　　　　予定あり　　　　予定なし　　未定　　　　空欄　　　　　　

健康福祉事務所　　　5箇所(28％)　　　7箇所(39％)　　6箇所(33％)　　0箇所　　　    
各市区　　　　　　　5箇所(15％)　　12箇所(36％)　　12箇所(36％)　4箇所(12％)　　　　　　　　

各町　　　　　　　　1箇所（2％）　23箇所(42％)　28箇所（52％）2箇所(4％)


考察

原則禁煙が望ましいとされ、地域社会の喫煙対策のモデルとなるべき公的な保健施設内でも、時間分煙、不完全な空間分煙、空気清浄機などが分煙の手段として使われており、受動喫煙が予防できていないばかりでなく、依然として喫煙が容認され、来訪者はもちろん、管理職の職員さえ、執務室内や、勤務中に喫煙する実態もまだ存在することがこの調査から明らかになった。喫煙対策の先進国では、保健施設内は禁煙が徹底されている。また、場所の禁煙化にとどまらず、たとえば、オーストラリアのタスマニア州などでは、公務員の勤務時間内の喫煙は、執務時間には加えないという協定ができ、勤務時間内の喫煙そのものが問題視されている。ところが、この調査では、職務時間内の喫煙も受容範囲内と考えている管理職がまだ多く、自ら職務時間内に執務室内で喫煙する管理職もいた。公務員で、しかも、喫煙対策推進役の保健施設の管理職が喫煙していては、喫煙対策への熱意ももてないだろうし、住民への説得力を欠くだろう。喫煙対策を率先垂範すべき、保健施設の中では、より厳しい喫煙規制のルールが望まれる。タバコ自販機を置き、撤去の予定もないところもあり、これもむしろ喫煙推進になり、たいへん問題である。健康日本21対策の一環として、喫煙対策にも取り組み始める予定はあるようだが、未成年者はもちろん、成人、女性などの喫煙率減少のための目標値を設定し、世界記念デーなどの機会を利用して住民にアピールするなどの具体的方策が、今後強化される必要性がある。しかし、自治体の足並みは必ずしも、そろっていない。今後は、厚生労働省がこのような調査を全国的に行い、全国の保健施設の現状を把握し、健康増進法の中で保健施設の禁煙化、保健医療従事者の職務中の禁煙などを、法律で定め、禁煙を推進していただきたい。当然厚生労働省が完全禁煙化されるのが第一歩であろう。保健医療施設が率先垂範しなければ、一般の事業所などに認識を高めること啓発も、なかなか進まないだろう。今後は、健康増進法を根拠として、医療保健施設を法律で禁煙化するように働きかけてゆきたい
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